






Cape Wind Energy Project and Clean Energy Policy in America 
ISSN 1881ー 0675























On April 2011， the Bureau of Ocean Energy Management， Regulation and Enforcement (BOEMRE) approved a 
Construction and Operations Plan (COP) submitted for the Cape Wind Energy Project. The new policies on cIean 
energy wiI result仕omcreating the America' s first offshore wind farm. 
2 創造都市研究 第6巻第2号(通巻9号) 2010年12月
While a dozen lawsuits have been filed against Cape Wind Energy Project， President Obama emphasizes the 
sitting and construction of offshore wind farms. 
This article studies the ‘Cape Wind Energy Project' and clean energy policy in America in the context of related 
laws and lawsuits. 
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I.はじめに
2011年4月19日にアメリカの連邦内務省長官サラザール (KennethSalazar)は、同省海洋エネルギー管理・
規制・施行局 (Bureauof Ocean Energy Management， Regulation and Enforcement: BOEMRE)がケープ風力
発電事業 (CapeWind Energy Project)の建設・操業計画 (Constructionand Operations Plan: COP)を承認し
たと発表した。クリーンエネルギー(cleanenergy)、とりわけ太陽光・太陽熱や風力などの再生可能エネルギー

















み (FinalRenewable Energy Framework) Jが発表された。同枠組みは、再生可能エネルギ一事業 (Renewable
Energy Program)を管理運営するための規則制定手続である。さらに「最終規則 (Thefinal rule) Jが、波

















ケープ風力発電事業をめぐる最も大きな訴訟の Iつとなったのが、在nTaxpayer Citizens Group， etal. v. 















な気象データと海洋データの収集を目的とする、科学データ測定所 (ScientificMeasurement Device Station: 
SMDS)の建設計画を発表した。科学データ測定所は、ホースシュー・ショールズの海底 100フィートに打
ち込まれる 3本のスチール杭で支えられた、空中の高さが約 200フィートの建物で、海面の約 900平方フィー
トを占めることになっていた。 2002年8月に連邦陸軍工兵隊(ArmyCorps of Engineers)は、 1899年の河
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川港湾法 (Riversand Harbors Act， 33 UふC.~401 et seq.) 10条に基づいて、科学データ測定所の建設許可を
被告に与えた 2)。被告は、マサチューセッツ州法に基づく科学データ測定所の建設許可を得ょうとしなかっ
た。連邦陸軍工兵隊が建設許可を与えた数週間後に、米国沿岸警備隊 (CoastGuard)が科学データ測定所
建設の告示を出した 3)0 2002年 10月27日に被告が建設を始めた科学データ測定所は、既に完成し、操業
を始めていた 4)。
科学データ測定所の建設が始まる前の 2002年 10月16日に原告は、パーンスタブルの州上位裁判所








て、事件を連邦地方裁判所にただちに移送 (remove)6) した。被告はまた、選択的訴答7) としてスミス管
轄理論 (Smithjurisdiction)呂)と完全な専占理論を主張した。原告は、州上位裁判所への差戻しを連邦地方
裁判所に申し立てた。
2002年 1月14日に連邦地方裁判所は、原告による差戻しの申立てを退けた。一方、 2002年 1月6日に
被告は、原告の訴状の却下を連邦地方裁判所に申し立てた。被告は自らの申立てを根拠づけるものとして、
































連邦内務省海洋エネルギー管理・規制・施行局 (BOEMRE) は、先に述べた 2009年FEISや他の環境
アセスメントに見落としがないかを確かめるために、ケープ風力発電事業建設・操業計画 (COP) につい
て国家環境政策法 (NationalEnvironmental Policy Act: NEPA) に基づく環境アセスメント (Environmental
Assessment: EA)を独自に行ってきたが14)、あらゆる影響が適切に検討されてきたと結論づけた。同局はまた、




















































Capital Props.， Inc.， 212 F.3d 20， 23 (2000) 
9) 1984年に連邦議会が法案を通過させた、マグナソン・スティーブンス法 (Magnuson-StevensAct)の1856(a) (2) (B) 
条に基づく権限委譲を意味する。











15) 2009年の就任直後にオパマ大統領 (BarackHussein Obama， ]r.)は、新副大統領パイデン(JosephRobinette Biden， 
]r.) と共に、エネルギー・環境アジェンダの中で『オパマ・バイデン包括的アメリカ新エネルギ一計画 (Obama-Biden
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